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中期経営計画2022の進捗について
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　「中期経営計画2022（2023年3月期～2027年3月期）」では、下図の「成長戦略」「財
務戦略」をもとに「数値目標」の達成を目指しております。「成長戦略」においては、統
合ソリューションサービスの推進を軸に「モビリティ」「ヘルスケア」「B2B2C」を注
力領域としてベース収益の拡大を進めております。「財務戦略」においては、5年総額

1,300億円の積極的な投資とともに攻勢に転じる計画です。中長期視点でのマテリ
アリティ（P07～08）と連動し「中期経営計画2022」の各種取り組みを進めてまいり
ます。具体的な施策・取り組みについては本誌MITSUI-SOKO GROUP Today（P09～
12）をご参照ください。
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投資 1,300億円 配当性向 30%

D/Eレシオ 1.0倍 ROE 12%超

営業収益 3,500億円

営業利益 230億円 営業CF 300億円

中期経営計画2022

成長戦略 財務戦略

数値目標

2022年3月期から今期までの3カ年で実力値は＋69億円の見通し
・ トップライン拡大、ローコストオペレーション施策が寄与し、 
物流ベース収益を順調に拡大

最終年度2027年3月期までの2年でさらに28億円を伸ばす計画

2027年3月期2025年3月期2024年3月期2023年3月期

中期経営計画2022

2022年3月期

（単位：億円）

物流：実力値

不動産

全社費用

物流：特殊要因

連結合計

実力値※
テナント入替等のため一時的に減益もリーシングは順調に進捗
・ 例：MSH日本橋箱崎ビル入居率（共用部含） 

2025年3月期 期初  50%   ➡   2025年3月末予想  82%

マルチテナント化/バリューアップ工事で総額約100億円の投資を実施

＋注力領域

深化を支える経営基盤の構築

人　材

グループ総合力結集によるトップライン成長 オペレーションの競争力強化

193 194 217 245148
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59 59 21 4058

260 208 180 230259

▲ 39 ▲ 46 ▲58 ▲ 55▲ 36

214 208 180170

＋19

＋3

＋50

＋28

標準化・業務品質向上
ローコストオペレーションヘルスケアモビリティ B2B2C／ ／

ESGDX アセット共創

上記の数値は通期の業績となります。
※ 実力値：コロナ禍以降のサプライチェーン混乱から生じた「物流・特需要因」を除いた数値です。（2023年3月期迄）

営業利益推移
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企業価値・社会価値の創造

持続可能で強靭な物流インフラの提供

社会課題解決につながる
共創を通じたサービス・事業の創出

価値創造の基盤維持・強化

成長基盤

人的資本経営の推進

DXの推進

安全・高品質な物流事業の追求

社会基盤

気候変動対応・資源循環の推進

人権の尊重

事業基盤

ガバナンスの高度化

2 MITSUI-SOKO GROUP Strategy

サステナビリティ経営について

　マテリアリティの改定にあたっては、2050年のありたい未来像からのバックキャ
ストと現状発生している課題を解決するためのフォアキャストの双方の観点で外部
環境を分析し、既存のビジネスモデルの再定義や独自の強みの深掘りといった内部
環境分析を実施した上で、当社グループにとっての重要な経営課題として特定して
います。
　本内容については、外部有識者の意見も取り入れながら、サステナビリティ委員会
や経営会議での検討を経て、取締役会にて複数回にわたり議論しています。

　マテリアリティは「価値創造の基盤維持・強化」に基づく6項目と、それらを通じて
「企業価値・社会価値の創造」を実現する2項目の計8項目で構成しています。当社グ
ループは、これらの取り組みを進めることで、“企業”と“社会”のサステナビリティを

両輪で追求し、企業価値向上につなげるとともに、お客様の事業の成長、そして社会
の持続的成長を実現してまいります。

1. 企業と社会の持続可能な発展に向けて 〈マテリアリティの改定〉

　三井倉庫グループは、「社会を止めない。進化をつなぐ。」をパーパスに掲げ、企業と
社会の持続可能な発展に向けたサステナビリティ経営を推進しています。今後も
お客様や世の中の進化をつなぐ存在であるために、中長期的な経営を推進していく
必要があると認識し、マテリアリティを改定しました。今回のマテリアリティは
2035年に向けて取り組むべき重要な経営課題として再特定しています。

2. マテリアリティの改定プロセス 3. 改定したマテリアリティ（図中央）と企業価値・社会価値の関係

企業価値の向上：当社グループの持続的な成長 マテリアリティ 社会価値の向上：持続可能で豊かな社会の実現

既存顧客の取引継続・拡大／新規顧客の獲得

高い経済生産性・効率性の達成

事業のレジリエンス強化・リスク低減

新規ビジネスの拡大

持続可能で強靭な物流体制の構築

安心安全な職場環境の実現

ステークホルダーとのエンゲージメント向上

多様な人材の活躍

社会課題解決に資する物流体制の
構築・サービス提供

物流オペレーションの効率化・
オペレーションコストの削減

企業経営のリスクコントロール、
レピュテーションリスク低減

イノベーションの創出による
物流サービスの提供

SCM最適化に資する物流ノウハウの蓄積

資源の有効活用

トップラインの拡大

資本効率の向上

資本コストの低減

2050年のありたい未来像

創造性と多様性が尊重され
円滑で快適な世界

現在

• 社会のデジタル化推進
• モノ→コト価値への移行
• グローバルでの環境・ 
社会規制の高まり 等

2035年の社会

• 技術革新に伴う最適化・効率化
• 消費者個々のニーズに合った 
生活が進展

• 環境・社会規制の厳格化 等

PURPOSE
社会を止めない。進化をつなぐ。

社会及び顧客企業の
経済生産性の向上

脱炭素社会・
循環型社会への貢献

あらゆる人が
尊重される社会の実現

• 持続可能で強靭な 
物流インフラの実現

• 物流の価値の向上
• 社会課題の解決

• サプライチェーン上の 
環境負荷低減

• 従業員及び家族のQOL向上
• サプライチェーン上の 
人権リスク低減

• 経済的・社会的格差の是正

フォア
キャスト

バック
キャスト

マテリアリティ

＊2024年10月改定

中期経営計画2022

STEP 1

外部環境分析

現在の社会課題・要請

• 各種サステナビリティ関連文書
• ESG評価機関からの要請
• 業界課題
• 投資家をはじめとした 
ステークホルダーからの要請

2050年の未来像からの
バックキャスト

PESTEL＊＋物流に関する2050年
のマクロトレンドに基づき、2050
年の未来像を設定し、2035年の社
会像の特定

内部環境分析 •グループ理念の考え方　•経営資本
•当社グループの強み・独自性・競争優位性 等

ステークホルダーへの影響度
×

当社グループの企業価値向上に
おける重要度

2035年の社会変化・顧客動向
×

当社グループの目指す方向性
重要性評価

STEP 2

リスクと機会の抽出 リスクと機会を短・中・長期の時間軸で洗い出し

STEP 3

最終化 マテリアリティの特定

STEP 4

＊PESTEL：企業が外部環境を分析するためのフレームワーク
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